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令和２年中の値である。
値の公表がなくなったため、電力は平成27年度、内国郵便引受・配達数は平成27年中の値である。
平成26年の値である。
平成30年の値である。
私鉄乗降客数のうち阪急電鉄は令和元年平均、北大阪急行は調査日、大阪モノレールは令和元年度平均の値である。

図－１

豊　　中　　市　　の　　１　　日

注１）
２）
３）

４）
５）

電気使用量

225万KWH

ガス使用量

25万㎥

水道使用量

11.9万㎥

ゴミ搬出量

321ﾄﾝ

市立病院入院・外来数

1,307人

内国郵便引受・配達数

28万1千通

航空機乗降人員

4.5万人

図書館貸出人員

3,536人

火災発生件数

0.2件

犯 罪

6件

交 通 事 故

3件

私鉄乗降客数

42万1千人

商品販売額

33億6千万円

製造品出荷額等

8億６千万円

転 入

55人

転 出

51人

出 生

9.5人

死 亡

10.4人

婚 姻

5.4組

離 婚

1.7組

1) 1) 1) 1)

1) 1)

3) 5)

2)

2)
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図－２

市　　域　　の　　変　　遷



資料　総務省　統計局　、総務部　行政総務課

年齢５歳階級別人口

図－３

人口および世帯数の移り変わり
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資料　市民協働部　市民課

人口異動　（令和２年）

図－４

人口異動　（平成２３年～令和２年）
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平成24年の社会増減が著しく多い理由：平成24年7月9日施行の住民基本台帳法
改正により、外国人住民を住民基本台帳に登載したため。



（平成７年＝１００） （単位　ha）

全農家のうち、販売農家を対象に専業兼業別農家数を調査したものである。

図－５

販売農家の経営耕地面積規模別農家数

注１）

専・兼業別農家数の構成

農　業　の　推　移 経営耕地面積の推移

資料　農林水産省　大臣官房統計部　、　大阪府　総務部　統計課
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資料　総務省　統計局

図－６

平成28年経済センサス－活動調査

業　種　別　割　合

事業所分布図 従業者分布図

21.5%

20.4%

12.9%

9.7%

10.0%

3.7%

12.6%

18.5%

9.6%

11.2%

9.4%

4.6%

24.1%

31.9%
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医療，福祉 製造業 生活関連サービス業，娯楽業
その他

13,044
事業所

127,496人



(平成２４年＝１００）

業　種　別　割　合
（従業者４人以上の事業所）

資料　総務部　行政総務課

図－７

平成３０年工業統計調査

工   業   の   推   移 従 業 者 規 模 別 割 合
（従業者４人以上の事業所） （従業者４人以上の事業所）

10.7%

17.5%

26.9%

6.8%

10.9%

19.2%

11.9%

9.6%

9.9%

4.4%

6.1%

5.5%

2.3%

3.4%

5.9%

5.3%

4.7%

3.4%

17.9%

15.3%

4.0%

10.8%

7.4%

2.8%

7.8%

6.2%

3.2%

22.1%

18.9%

19.2%

製造品出荷額等

従業者数

事業所数

金属製品

生産用機械器具

電気機械器具

プラスチック製品

はん用機械器具

印刷・同関連業

食料品

輸送用機械器具

業務用機械器具

その他

505事業所

11,143人

31,421,985万円

94.2%
91.4% 87.5% 86.8%

101.3%

106.4%

125.7%

131.2%

80%

90%

100%

110%

120%

130%

140%

平成24年 25年 26年 29年 30年

事業所数

製造品出荷額等

４～９人

49.7%

１０～１９人

26.7%

２０～２９人

12.1%

３０～４９人

4.6%

５０～９９人

4.0%
１００人以上

3.0%

事業所数

１００～２９９人

31.3%

３００人以上

21.9%

１０～１９人

11.1%

３０～４９人

10.9%

５０～９９人

9.7%

２０～２９人

7.9%

４～９人

7.2%

製造品

出荷額等



（平成６年＝１００）

資料　総務部　行政総務課

図－８

業　種　別　割　合

平成26年商業統計調査

商　　業　　の　　推　　移
(卸売・小売業)
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　　　　　 １住宅当たり居住室の畳数

３．９７室

図－９

資料　総務省　統計局

27.06畳 11.53畳

平成３０年

平成２５年

持ち家

借　家

平成３０年住宅の所有関係別割合

28.70畳

平成３０年住宅の居住水準別割合

３．９５室

29.78畳 12.92畳

12.56畳

住　　宅　　の　　推　　移
１人当たり居住室の畳数
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１住宅当たり居住室数

４．００室
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53.9%
民営借家

35.5%
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（UR）

・公社の借家

4.9%
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3.4%
給与住宅

2.3%

住宅数

163,610

(不詳を除く)
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98.7%

13.3%

1.3%

最低居住面積水準
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61.4%
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34.5%
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